ワープロの使いこなし用練習テキスト
黄色マーカの部分は最後に削除してください。

1）段落ごとにスタイルを設定（最初の段階）

2）ページ番号を挿入（最初の段階）

3）セクション区切りと改ページを挿入

4）注を挿入。＜注1＞と記された個所に注番号を挿入する。注の内容は後ろにある。

インドネシアにおけるリベラル派イスラームの新思潮
青山　亨
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ここから本文が始まる
１.　はじめに

インドネシアでは、１９９８年にスハルト体制が崩壊すると、それまで強権的に水面下に封印されていた様々な政治的あるいは宗教的な胎動が解き放たれた。なかでも顕著だったのは翌年の総選挙における多数のイスラーム系政党の参加である。１９５５年の第１回総選挙以来の自由で民主的な選挙と評価されたこの総選挙には、スハルト政権期の３政党に対して４８政党が参加し、選挙の結果、議席を獲得した２１政党のうち１０政党がイスラーム系であった。もっとも、上位２政党がいずれも既成の非イスラーム系政党であり、この２政党だけで全４６２議席のうち２７３議席（５９％）を占めたことは、国民の大多数が政治のイスラーム化よりも政治の民主化と安定を望んでいることを表しているが、この総選挙はイスラームと政治の結合が再び始まったことを示したと言ってよいであろう＜注1＞。

イスラーム政党の結成と国政への進出は、イスラームに内在する様々な要求に政党活動という場を通して表現する機会を与えた。これらのイスラーム政党や組織は目的も方法論も一様ではないし、その主流は穏健派に属する。これに対して、時には非合法的活動も厭わない、直接的な行動によって表現をおこなう組織が出現したのもスハルト体制後の特徴である。これらの急進派イスラーム組織は大衆的な支持を得ているわけではないが、地域の宗教対立への暴力的介入などを通してマスメディアに取り上げられることが多く、社会的なインパクトの大きさを無視することはできない＜注2＞。これらの組織や一部の政党は「原理主義」的傾向をもつのが特徴である。「原理主義」にもさまざまな様相があるが、本稿では、イスラームの根本的規範であるクルアーン（預言者ムハンマドに下された神の啓示）とスンナ（預言者ムハンマドの示した範例）を字義通りに解釈する、政治と宗教が一致した政治体制の樹立を究極的な目標とする、（常にではないがしばしば）善なる我らと悪なる彼らという道徳的二元論から世界を見る、という傾向の総称と規定しておきたい＜注3＞。急進派のイスラーム組織は原理主義的イスラームの範疇に属するし、イスラーム政党の中でも開発統一党や月星党は、憲法にイスラームに関する規定の追記を求めている点で原理主義的と言ってよいであろう＜注4＞。国会において少数派にとどまる原理主義的イスラーム政党が近い将来に政権を握ることはもとより、彼らが求める憲法修正を実現させることもありえることとは思われないが、原理主義的イスラームが世論のなかに占める割合が確実に大きくなったことは確かである。

このような原理主義的イスラームの動きに対して、インドネシアのムスリムの大多数を占める穏健派を代表するナフダトゥル・ウラマ（Ｎａｈｄａｔｕl Ｕｌａｍａ、以下ＮＵと略す）やムハマディヤ（Muhammadiyah）といった既成のイスラーム組織は、明確な対抗原理を示すことができず、サイレント・マジョリティとして守勢に回った印象がある。１９７０年代から原理主義的イスラームに対抗する主張をしてきたヌルホリシュ・マジド（Nurcholish Madjid、通称チャク・ヌル）のような改革派イスラーム知識人も効果的な発言をしていなかった。その中でも目立ったのは、ＮＵの指導者でもあるアブドゥルラフマン・ワヒド（Abdurrahman Wahid、通称グス・ドゥル）前大統領が、宗教と国家の分離を支持し、インドネシア社会の文化的宗教的多様性を積極的に容認する発言をおこなって、原理主義的動きに対する警告を発し続けてきたことだが、２００１年７月に汚職疑惑の末に大統領職から罷免され、以前ほどの影響力を期待することはできなくなった。

２００１年９月１１日にアメリカで同時多発テロが発生すると、その報復としてアメリカが主導する多国籍軍によってアフガニスタンが爆撃され、さらにイラクやイランがテロ支援国家としてアメリカから非難される事態となった。インドネシアのムスリム社会では、このような軍事力を背景としたアメリカの強硬政策を反イスラーム的な態度と見て反感が高まっていた。さらに、東南アジアとくにインドネシアにも国際的なテロリスト組織と関係するグループが存在するとの情報が欧米のマスメディアに流れ、インドネシアの原理主義組織の反発を招いたが、国民感情に配慮したインドネシア政府は表立って対応策をとることはなかった。このような緊張した状況の中で２００２年１０月１１日にバリのディスコ・クラブで爆破事件がおきた。そして、この事件の余波がまだ残る１１月１８日になってインドネシアの高級全国紙コンパス（Kompas）に掲載された一本の投稿論説が、ＮＵ系の若手知識人ウリルによる「イスラームについての理解を再活性化する」であった［Ulil 2002b］。イスラーム原理主義者を鋭く糾弾するこの論説は大きな反響を呼び、ウリルの名は広く人々に知られることになった。この論説がいかに衝撃的であったかは、「１９９８年のスハルト失脚以降インドネシアで影響力を拡大してきた原理主義に対して穏健な多数派が守ってきた完璧なまでの沈黙を打ち破った」という英語新聞ジャカルタ・ポスト紙［Ｊａｋａｒｔａ　Ｐｏｓｔ紙２００３年２月１４日］の評価がよく示している。本稿では、ウリルの論説の全文を和訳して紹介し（本稿末に付す）、その内容の分析をおこなって背景を明らかにすることにより、原理主義運動の陰に隠れて十分に注目されてこなかったインドネシアの若手リベラル派知識人の思潮を明らかにしたい。

２.　論説の背景

論説の著者ウリル・アブシャル・アブダラ（Ulil Abshar-Abdalla）は１９６７年１月１１日に中ジャワ州パティのＮＵ系の宗教教師の家庭に生まれた＜注5＞。地元のマドゥラサ（イスラーム学校）で中等教育を終えたのち、１９歳まで二つのプサントレン（イスラーム寄宿塾）で伝統的なイスラーム教育を受けた。その後、ジャカルタにおいてサウジアラビア系のアラブ・イスラーム学院（Lembaga Ilmu Pengetahuan Islam dan Arab）でイスラーム法について学んだ＜注6＞。このような教育歴を見る限り、世俗的近代教育のみを受けた知識人ではなく、ジャワのプサントレン教育を受けた典型的なＮＵ系知識人の顔が浮かび上がる。また、開明的な哲学・神学教育を標榜するカトリック系のドゥリヤルカラ学院（Sekolah Tinggi Filsafat Driyarkara）でも講義を受けており、イスラーム以外の宗教にも寛容的な態度を示している＜注7＞。その後はＮＵ系の民間団体である人的資源開発研究所（Lembaga Kajian dan Pengembangan Sumber Daya Manusia, Lakpesdam)のジャカルタ支部長を務め、現在に至っている。

本稿で焦点を当てるリベラル派イスラーム知識人としてのウリルの側面は、リベラル・イスラーム・ネットワーク（Jaringan Islam Liberal, JIL)のコーディネータとしての役割に現れている。ＪＩＬは、インドネシアにおける原理主義運動の高まりに危機感を抱いたリベラル派若手イスラーム知識人が結束して２００１年３月に結成した団体であり、新聞のコラム、ラジオ番組、ウェブ・サイトを通じて活発な広報活動をおこなっている＜注8＞。「リベラル」という名称はイスラーム世界においては西欧の自由主義を連想させるため必ずしも評判のよいものではないが、ＪＩＬは、権威主義を排し思想の「自由」を基本とする未来指向型のイスラームを示すものとしてこの概念を使っている。リベラル派の主張は原理主義とは対照的であり、理性による規範の解釈、宗教と政治の分離、他宗教への寛容を特徴とする＜注9＞。ウリルもＪＩＬの中心メンバーの一人としてその創設期から活発な論評をおこなっていたが、その影響力はおおむねリベラル派イスラームのサークル内に留まっていた。

このような状況に転機をもたらしたのが、バリのディスコ・クラブでおきた爆破事件である。バリ島がテロの標的になると予想する者はほとんどなく、オーストラリア人などの外国人観光客やインドネシア人あわせて２０２人の死亡者を出したこの事件は、事件の意外性そして被害の規模の大きさでインドネシア内外に衝撃を与えた＜注10＞。この事件については、これまでに３０名を越えるインドネシア人が犯行グループの容疑者として逮捕され、現在、公判が進められているところであるが、本稿の趣旨に関わるのは事件に対する社会の反応である。

日本や欧米の報道機関は、アル・カイーダの国際的テロ活動を背景とするインドネシアのイスラーム原理主義者の活動という視点からの報道に集中したが、ムスリムが多数派を占めるインドネシア国内の反応はより複雑なものであった。それは、多くのインドネシア人にとって、内心では原理主義者に対して反発を感じながらも、イスラームすなわちテロリズムと言わんばかりの反テロ・キャンペーンを展開するアメリカを利することを恐れて、事件をイスラーム原理主義者によるテロと断定することをためらう心情と言ってよいであろう。おりしも翌１１月６日からはイスラームの断食月ラマダンが始まり、インドネシア全体でイスラームを称揚する意識が高揚し始めていたから、なおさらのことであった。すでに警察は１か月を経ずしてバリ事件の容疑者としてインドネシア人を一人逮捕し、国内経済の安定のためにもアメリカとの協力を余儀なくされていたインドネシア政府も国内にテロリストがいることを認める発言をおこなったが、インドネシア社会にはこのような大規模テロが自国民によって引き起こされたとはにわかに信じがたい雰囲気がまだ残っていた。なかでもインドネシア・ムジャヒディン評議会（Majelis Mujahidin Indonesia, MMI）の指導者アブ・バカル・バアシル（Abu Bakar Ba’asyir）は、バリ事件はイスラーム原理主義者に責任をなすりつけて弾圧する口実を作るためのアメリカによる陰謀であると主張して注目を集めており、イスラーム系メディアも同様な論陣を張っていた＜注11＞。このような状況の中で、イスラームを絶対善とし欧米を反イスラームの絶対悪とする原理主義者の道徳的二元論を鋭く批判するウリルの論説が発表されたのであるから、衝撃的な反響があったのも当然であろう。

この論説の発表は、キリスト教系の全国紙に寄稿されたという点、テクニカルな論証よりも結論を優先する内容をもつ点、そのタイミングからみて、論争を引き起こすことを意図したうえでの確信犯的な行動であると推測される。論説自体も原理主義的イスラームへの批判文であるとともに、リベラル派イスラームの立場を広く世間に知らしめる宣言文としての性格が強い。反響の大きさは、程度こそ予想を超えていたかもしれないが、ウリルにとってはまさに望むところであったろう。

３.　論説への反響

ウリルの論説は論点が多岐にわたる上に、それぞれの論点が十分に論証されないままに次の論点に強引に移っていく印象を与える。彼の他の文章が緻密かつ明晰に書かれていることから判断すると、この論説はかなり短期間に一気呵成に書かれたことが推測される。その内容を要約すると次のようになるであろう。まず、ウリルは近年のイスラーム理解に硬直化の傾向が見られるとして、理解の再活性化のための四つの処方箋を提示する。その四つとは、「リテラル」（字義通り）な解釈ではなく「サブスタンシャル」（実質重視）で文脈（コンテクスト）を考慮した解釈をおこなうこと、アラブ文化のような特定の文化を反映した価値ではなくイスラームの普遍的な価値に従うこと、非イスラーム集団との共存を目指すこと、宗教と政治を分離することである。このような論点を初めに述べたあと、彼はメディナにおけるムハンマドの布教活動を例にとって、その活動が神の啓示をムハンマドが生きた時代のメディナという歴史的社会的文脈に適合したものに解釈しなおす営為であったと指摘し、現代のムスリムもまた、イスラームの普遍的価値の中から現実にかなった具体的な法を発見する理性的努力(イジュティハード）を絶え間なくおこなうべきであると主張する。続いて、イスラームの普遍的な価値はイスラーム以外の宗教の中にも見いだせることを強調し、クルアーンとスンナの教条主義的理解およびイスラームと非イスラームという二元対立的な世界観を否定する。最後に、些末な規則の順守ではなく政治や経済の分野における目前の不正義の撲滅を目標とし、現実の人間社会の公益（マスラハ）を守る新しいイスラーム理解を提唱することで論説は締めくくられている。

ウリルの論説に対しては賛否両論の反応があった。当然のことながら、もっとも強く反応したのは、ウリルが「リテラル派」と呼んで直接的な標的とした原理主義者であった。彼らにとって人間の理性を重視するウリルの見解は、人間の恣意的な解釈によって神の啓示の規範性を突き崩す可能性を秘めた危険な考えであった。中でも注目を集めたのは、西・中・東ジャワ州の１５のプサントレンを代表すると称する約８０人のウラマーからなるインドネシア信徒ウラマー・フォーラム（Forum Ulama Umat Indonesia, FUUI）の行動である。彼らは、１１月３０日からバンドンで会合を開き、１２月２日に、神と預言者を誹謗したとしてウリルに対する死刑のファトワー（イスラーム法学に基づく見解）を発表し、さらに、１２月１８日にはインドネシア警察庁にウリルを告発した［Ｔｅｍｐｏ誌２００２年１２月２２日］＜注12＞。しかし、その後、ＦＵＵＩの死刑のファトワーに対して言論の自由を犯すとして多くの批判が出たことを受けて、１２月２５日にＦＵＵＩは、１２月２日の発表はウリル個人に対するファトワーではなく、神と預言者を誹謗する者はイスラーム法に照らして死罪に値するという一般的見解であるとの声明を出し、主張を軟化させた［Ｐｉｋｉｒａｎ　Ｒａｋｙａｔ紙２００３年１月１５日］。この直後 １２月２７日にＮＵは公式見解を表明し、ウリルの論説は、論証の足らないところや誤解を招くところがあるとはいえ、イスラームを誹謗するものではないとの判断を示した［Ｋｏｍｐａｓ紙２００２年１２月２８日］。この反応の早さは、ウリルのような見解が、すでにＮＵ内で、受容されるにはいたっていなくとも、認知されていたことをうかがわせる。

ウリルの論説はウリルの考えに近い人々にも衝撃的であった＜注13＞。しかし、イスラーム知識人の中には、ウリルの論説を冷静かつ真摯に受けとめ、その論旨に基本的に賛同する一方で、個々の論証の不充分な点を指摘し、ウリルに対してさらなる議論の深まりを求める声も少なくなかった。その代表的な例はハイダル・バギル（Haidar Bagir）のものであろう［Ｋｏｍｐａｓ紙２００３年１２月５日］。彼は、ウリルの論説が外見的には挑発的であっても、内容的には２０世紀のイスラーム・モダニスト思想家によって主張されてきたことであり、その意味では目新しいものではないこと、また、ウリルがインドネシアにおけるリテラル派の存在を過大評価しており、穏健派が多数を占めるインドネシアの実情を無視していることを指摘した上で、ウリルが取り上げた諸問題は何世紀にもわたってイスラーム学者によって議論されてきた争点であり、ウリルの論説はこれらの複雑な問題をあまりにも単純化して提示しているため、読者に納得がいくような論証ができていないと批判した。ハイダルは、その例として、クルアーンに典拠が無くアラブ土着の文化に過ぎないとウリルが指摘した事柄の中には、女性のベール着用のようにクルアーンに記載されているものがあること、使徒ムハンマドの活動の歴史性を主張する場合でも、神の啓示を伝える預言者としての無謬性は揺るがせにできないことを挙げている。ハイダルの批判は、ウリルの論説を全面否定するものではなく、その主張をイスラーム法学の伝統の中に位置付けることによって、誹謗や異端ではなく議論としての正当性を付与する一方で、不十分な点を補強したより厳密な論証を求める肯定的な批判と考えられる。このように賛否両論の反響を生んだウリルの論説の出現は、インドネシアの社会にリベラル派イスラームの存在とその論点を認知させたという意味で、成功であったと言えよう。

４.　論説の内容分析

ウリルの論説の要点を一言で言えば「人間中心主義」という表現がふさわしいであろう。彼は、神が定めた規範の普遍性・抽象性を強調する（たとえば原文の段落３１）。それに対して、人間の社会は時代と場所によって変化する特殊性・具体性を帯びる。したがって、神の法は、人間の社会に直接的・無媒介的に適用されるべきものではないし、そもそもそれが可能なものではない。クルアーンやスンナに示された神の啓示は一般的な指針として意図されたものであって、そのまま字義通りに施行されるべき法として下されたものではない。このことを、ウリルは、「私は神の法の存在を信じていない」という挑発的な言い方で表現している（段落１３、２９）＜注14＞。神の啓示は、いったん、ある時代のある地域の特定の社会の人間によって、その理性を用いて解釈されることによって、初めて具体的な法律として現実化するのである。したがって、ウリルによれば、ムハンマドの時代に作られた社会（とその慣習）は、その時代その地域に適合した社会であったとしても、そのまま現在の社会として通用するものではない（段落１６-１８）。このことは、地域と時代によって異なったイスラーム法に基づく多様なイスラーム社会がありえることを認めることになる。

人間中心主義を展開するために彼はいくつのかの論点を主張する。まず、第一は、テクストを理解するにあたってのコンテクストの重視である（段落７、１８）。つまり、クルアーンやスンナという法源といえども、字義通りの解釈を適用するのではなく、読み手が生きている社会の文脈に従って解釈されなければならない、というアプローチである。ここで鍵となるのはイジュティハード、すなわち、人間の理性による法発見の努力を重視していることである。理性は神によって人に与えられたが故に人は理性を最大限に活用しなければならない。したがって、イスラーム法の主要な法源であるクルアーンとスンナに対しても理性による解釈が要求される。この点は、法源を不可侵の啓示として字義通りに解釈しようとする原理主義者と根本的に異なるところである。

イジュティハードを再開せよという主張は、１３-１４世紀の法学者イブン・タイミーヤ（Ibn Taymiya）が主張し、モダニストのイスラーム思想家に引き継がれたが、法源の理性による解釈は古典的神学にさかのぼっておこなわれていた。たとえば、９-１０世紀のイスラーム世界に大きな影響力をもち、理性的推論に基づく神学大系を確立したムウタズィラ派は、後代には異端視されるにいたったが、人間の自由意思を認め、人間には善悪を識別する理性的能力があるとしていた。このように、神の啓示と人間の理性の相克はイスラームの歴史の中で繰り返し立ち現れる問題と言ってよい。

神の規範が普遍的だということは、第二に、その教えはイスラーム共同体（ウンマ）以外の社会にも適応されるということである（段落２０-２２、３５-３７）。ウリルは唯一神教であるイスラームの立場に立っているから、ここで彼が言っていることは、キリスト教であれ、ヒンドゥー教であれ、ユダヤ教であれ、いずれも同じ神の教えに従っている、ただ、その具体的な適応の仕方がことなっているだけなのだ、ということである。ここにおいて、イスラーム共同体と非イスラーム社会との原理的な対立は解消されることになる。社会におけるイスラームと非イスラームの共存をイスラームの論理で可能ならしめているところに意義がある。これはまた、原理主義者がもつ、善なる我々と悪なる彼らという二元的世界観の否定でもある。

しかしながら、神の規範の普遍性のみを主張するならば、ムハンマドの時代の法もまた現代にそのまま適用されなければならない、という原理主義者の立場に近付くことになろう。ここで重要な第三の論点が現れる。それは、ウリルが「発展」（berkembang）という概念を強調している点である（段落３０、３４、４２）。この概念を表すインドネシア語berkembangは「（花が開くように）発展する」と言う意味である。この概念はスハルト政権期における国家政策に基づく「開発」を表象することばとして政府によって盛んに使われた経緯があるが、むろんここで発展という概念が強調されるのは開発独裁政権への肯定的評価ではありえない。貧困の解消が目前の課題であるインドネシアにおいては社会の開発と発展は特定の政権に関わることではなく、ウリルの真意もまた別のところにある。もし社会に変化がないのであればムハンマドの時代の慣行をそのまま使っておればよい。しかし、現実には社会は変化していく。だからこそ、新しい社会にふさわしい新しい法が必要なのであり、そのためにはイスラームの理性的解釈が必要とされるという論理がウリルの主張なのである＜注15＞。

最後に、「人間の理性による解釈」をおこなう場合に何をもって「正しい」とするかという問題が残る。その根拠となるのが第四の論点、すなわち、「公益」をもってあるべきイスラームの基準とする立場である（段落４１、４３、４４）。これは「人間中心主義」の当然の帰結ではあるが、クルアーンやスンナの字義通りの解釈を、字義通りであるが故に正しいとは認めない立場であり、原理主義への批判となっている。公益はイスラーム法学において重要な概念である。たとえば、イブン・タイミーヤはクルアーンとハディース（ムハンマドの言行録。すなわちスンナのテクスト）に明文がない問題については公益に基づいて解釈すべきことを説いており、近代になってはイスラーム・モダニストの代表的思想家ムハンマド・アブドゥ（Muhammad Abduh）が、近代化による社会の変化とイスラームの規定の間に矛盾が生じた場合には公益の観点から問題の解決を試みている。

以上を整理して、リベラル派と原理主義者のイスラーム法に対する理解を図式してみると図１のようになろう。原理主義の立場ではクルアーンとはハディースに示された規範は具体的かつ直接的であり、それはそのまま法としてイスラーム社会に適応される。このことは、イスラーム社会とイスラームの法が適用されない非イスラーム社会との間に接点がないことをも意味する。リベラル派の理解では、イスラームの規範は抽象的かつ普遍的であり、そのままでは法となりえない点で間接的である。規範は時代と地域の特性に応じた理性による解釈を経て初めて法となるのである。さらに、神は唯一の創造主であるから、イスラームを公然と名乗らない非イスラーム社会であっても、その神が降された普遍的な価値はその社会なりに解釈して受入れていることになる。リベラル派的理解は、イスラームの中の時代的・地域的多様性を認めるとともに、イスラーム共同体と非イスラーム社会の共存も認める立場なのである。

ここに図1が入る
図１　イスラーム法に対する二つの理解

５.　リベラル派イスラームの背景

これまでに見てきたウリルの思想には、「コーランやスンナのテクストそのものをそれが置かれた時代状況の中で解釈すべきことを強調」するフサイン・アフマド・アミーン（Husain Ahmad Amin）や、「アラブ＝イスラム文化・歴史の伝統的概念や認識論的枠組を（中略）時間・空間における人間経験の産物」とみるムハンマド・アルクーン（Muhammad Arkun）などの海外のいわゆるネオ・モダニストの思想と共鳴するところがあることは明らかである［中村 1998: 221］。ネオ・モダニストを「ネオ」というのは、アフガーニー（Jamal al-Din al-Afghani）やムハンマド・アブドゥに代表される１９世紀のモダニストによるイスラームの近代化が多くの地域で挫折し、２０世紀後半の原理主義復興を見た中で、再度イスラームの近代化を模索する流れが生じたことを意味している［中村1998］。その思想は現在のリベラル派の思想と基本的に同じと言ってよいであろう。クルツマン［Kurzman 1999］によれば、高等教育の普及により聖職者に独占されていた宗教文献の解釈が広く在俗の知識人の手でなされるようになったこと、情報メディアの発達により世界の情勢が直ちに伝わるようになったこと、７９年のイラン革命や９０年代後半のアフガニスタンでのタリバン政権の失敗が明らかになったことが、広くイスラーム世界におけるリベラル派イスラームの台頭を促した要因とされる。しかしながら、それぞれの地域におけるリベラル派イスラームの台頭には、言うまでもなくその地域固有の条件を考えていかなければならない。ウリルの論説にも海外からの思想にとどまらない幅広い影響を見ることができる。

コンパス紙に掲載されたウリルの論説には引用も典拠も皆無であるが、原理主義者からの批判に対してウリルがおこなった再反論の中には、彼に影響を与えた多くの思想家の名前を挙げており、彼の思想の典拠の一端を知ることができる［Ulil 2002c］。その中には、公益をイスラーム法の根本目的とした１４世紀アンダルシアの法学者イマム・シャティビ（Imam Syatibi）、哲学批判をおこなったアブー・ハーミド・ガザーリー（Abu Hamid al-Ghazali）に反論して神学（啓示）と哲学（理性）の調和を図った１２世紀アンダルシアの哲学者イブン・ルシド（Ibn Rushd）などの前近代のイスラーム思想家、イジュティハードの重要性を説いたパキスタンの詩人・思想家ムハンマド・イクバール（Muhammad Iqbal）、ネオ・モダニズムを提唱し、「二重運動理論」によるクルアーンの現代的解釈をおこなったファズルル・ラフマン（Fazlur Rahman）＜注16＞などの現代のイスラーム思想家、ヌルホリシュ・マジド、アブドゥルラフマン・ワヒド、ムナウィル・シャザリ（Munawir Sjadzali）などのインドネシアを代表する先行世代の改革派イスラーム知識人、さらには「公共圏」を説いたユルゲン・ハーバーマスや現象学のポール・リクールといった西欧の思想家の名前が挙げられており、ウリルの論説が広い視野に立脚していることがうかがえる。

インドネシアのイスラーム知識人のうちムナウィル・シャザリは、１９８３年から１９９３年まで宗教大臣を務めた経歴をもち、イスラームの再活性化を図り、クルアーンのもつ歴史性を認めたうえで、クルアーンを現代のコンテクストにおいて解釈する必要性を唱えた。ＮＵの指導者であり、第４代大統領となったワヒドは、すでに述べたように、一貫してリベラル的立場からの発言をおこなってきている＜注17＞。そして、ウリルの論説の中（段落２２）でただ一人名前が挙げられているヌルホリシュ・マジドは、イスラーム学生連盟（Himpunan Mahasiswa Islam）の指導者であった１９７０年代に「イスラームはイエス、イスラーム政党はノー」（Islam Yes, Partai Islam No）のスローガンを唱えて、宗教と政治を分離し、政治の場からイスラームが撤退することを主張したことで知られる。しかし、それ以上に、この主張をのせた彼の１９７０年の論文には、インドネシアにおけるリベラル派イスラームの先駆者としての注目すべき見解が含まれている［Nurcholish Madjid 1999］。まず、伝統的な過去の価値から自由となった未来志向の新しい思考がイスラームには必要であるとして、イスラームの普遍的な価値と特定の時代や場所に固有な伝統を区別すること、知性の自由な活動を認めること、進歩と発展は神から人間に与えられた知性に基づくものであるから（たとえイスラーム以外のものであっても）文明の成果を偏見なく受け入れること、を彼は主張する。最後の論点に関連して彼は、イスラーム文明がギリシアやペルシアの文化を吸収して発展したことを踏まえて、ムスリムは普遍的な人類の遺産を継承することによって初めてイスラームを基礎とする文明を作り上げることができると言う。さらに、社会的・歴史的現象の観察に基づいて理性を働かせて新しい概念を構築することは、たとえそれが失敗に終わったとしても、改革の欠如によって社会が停滞するよりもはるかによいとも述べている＜注18＞。このように、イスラームの普遍的価値を理性でもって解釈する基本姿勢にとどまらず、イスラームを全人類の文明の中に位置付ける態度や、理性の適用による社会の進歩を積極的に評価する態度は、ウリルの論説にもはっきりと受け継がれている。ウリル自身、マジドやワヒドから多くを学んだことを明らかにしている［Ulil 2002a］。

リベラル派を代表するヌルホリシュ・マジド、アブドゥルラフマン・ワヒド、ウリルのいずれもが東ジャワに生まれ、地元のプサントレンでイスラーム教育を受けているのはおそらく偶然ではない。プサントレンのイスラーム教育はウラマーたちが伝統の中で培ってきた知識を重視する。ウラマーたちは一般信徒と接する中で、地域の慣習や一般信徒が実行できるかどうかという現実性に配慮しながらクルアーンやハディースのテクストを解釈する必要性を体得してきた。このような現実の実践の中で獲得された知恵の蓄積がプサントレン教育には反映しているのであり、テクストをコンテクストの中で解釈するという立場もここから必然的に生まれてくる。実際、マジドが１９７０年代に起こした改革運動がインドネシアの文脈でしばしばネオ・モダニズムと呼ばれるのは、クルアーンとハディースのテクストへと回帰するモダニズムの立場を継承しつつウラマーの学問的伝統を尊重する伝統派の立場にも配慮しているからである［Saleh 2001: 243-246］＜注19＞。

ウリル自身、プサントレンでの教育を回想した文章の中で、プサントレン教育の本質をついた興味深いエピソードを紹介している［Ulil 2002a］。彼は、東ジャワの田舎の小さなプサントレンでイスラーム教育を受けていたとき、クルアーンやハディースの学習とは別に、ウラマーによって作られ伝承されてきたアラビア語の詩形式の法格言（kaidah）を覚えさせられたという。当時、ウリルはこのような法格言が現代の生活にどれだけ意味があるのか疑問に感じていた。しかし、その後、ワヒドやマジドの著作や講演に接し、直接話をする機会を持つようになると、プサントレンで暗唱させられた法格言を彼らがしばしば引用することに気づかされることになった。こうしてウリルは、これらの法格言が現代でも意味をもつどころか、実際にＮＵの方針決定の際の根拠として使われたことなどを知る。興味深いのは、ここでウリルが、これらの金言は人間が作ったものであり、決して完全なものではないと強調していることである。人間がおこなった理性による解釈の営みは相対的なものにすぎないと自覚しつつ、そこに現実の行動の根拠をおくことに価値を見いだしているわけである。また、別の法格言は、ある事態について疑問のある場合には「その本来の状態に戻すべし」という内容であった。ウリルはこの法格言を引いて、もし目の前に出された食べ物がイスラームの規範に照らして食してもよいかどうか不明な場合には、すべての食物は本来的に食するにふさわしいのであるから、食べてもよいと説明する。これは、プサントレン教育において、ウラマーが培ってきた現実的で柔軟な解釈方法がクルアーンのテクストに適用されてきたことを示している。

このようにウリルの思想は、けっして海外の流行思想に便乗したものではなく、インドネシアのリベラル派イスラームの系譜を引き継いでおり、さらにその根底にはジャワのイスラーム伝統派の思想があることが理解される。１９世紀に始まるイスラームの改革運動は、クルアーンとハディースに直接的に立ち戻り、理性による解釈をおこなって、近代化する社会の現実に適応したものにイスラームを再生する運動であった。その中から生じた原典への回帰を重視する流れが原理主義であり、理性による解釈を重視する流れがモダニズムである。この意味で両者は起源を共通にする。他方、伝統主義は時代と地域の現実に適応した解釈を積み重ねるという点でモダニズムと方法論を共通にしている。プサントレンにおける宗教教育の水準が向上にしたがって、伝統主義とモダニズムとの間の敷居がしだいに低くなってきたとしても驚くにはあたらないであろう。マジドのネオ・モダニストの立場がモダニズムから伝統主義への接近と言えるならば、ウリルの場合は、インドネシアのジャワのプサントレンにおいて長い間育まれてきた、しばしば保守的と評される伝統的なイスラームの思想が、モダニズムと結びついて現代においてリベラル派の思想として再生したと言えよう。その流れをきわめて簡潔に示すならば図２のようになろう。むろん、啓示と理性の関係はイスラーム法学者たちが繰り返し議論してきた課題であるし、１９世紀以来のモダニストの思想や海外のネオ・モダニストの思想もまたリベラル派に影響を与えている。しかし、インドネシアにおいてはそれがジャワの伝統派の土壌においてもっとも豊かに実った思想であることに注目すべきであろう＜注20＞。

ここに図2が入る
図2　モダニズムと伝統主義の統合としてのインドネシア・リベラル派イスラーム

６.　おわりに

３２年におよぶスハルト体制の間、政権はイスラームを政治の場から排除することに意を注いできた。唯一公認されたイスラーム系政党であった開発統一党（Partai Persatuan Pembangunan, PPP）も党の綱領をイスラーム信奉から国家五原則であるパンチャシラ（Pancasila）に変更することを余儀なくされた＜注21＞。１９９０年代にはいってスハルト政権はイスラーム知識人の全インドネシア・ムスリム知識人協会（Ikatan Cendekiawan Muslim Se-Indonesia, ICMI）を創設するなど、イスラーム勢力の体制への取り込みを図るようになったが、これとてもあくまで体制の維持という目的の中でのイスラームの容認に過ぎなかった。その一方で、ＰＰＰの党内最大勢力であったＮＵは、１９８０年代から地方のプサントレンを拠点とした農村開発などの社会活動に力を注ぐことに組織の基本方針を定め、政党活動から退くことによってかえって宗教社会運動において成果をあげるようになった。しかし、スハルト体制が終焉することによって、政治的自由が復活し、イスラームと政治の再結合が始まることになった。新たに結成された多くのイスラーム系政党の中にはイスラーム信奉を党綱領としたものもある。他方、強権政治の終焉は同時に社会秩序の弛緩をもたらし、このような情勢に呼応して、原理主義に立つイスラーム急進派の活動も活発化した。こうして、イスラームと政治を無理矢理に分け隔てていた強権が無くなった今、リベラル派イスラーム勢力の側も政治とイスラームとの距離の取り方を改めて考える必要に迫られるようになった。ＪＩＬの結成やウリルの論説はその回答と言ってよいであろう。リベラル派イスラームの動きは、世界最大数のイスラーム信徒をかかえるインドネシアにおいて宗教の名のもとに引き起こされる内紛や硬直したイスラーム社会への旋回が回避できるかどうかを左右する重要な鍵の一つとなる可能性がある。

その一方で、課題も残されている。２０世紀初頭のイスラーム・モダニストたちが挫折した最大の理由は、彼らの運動がエリート中心であり、運動の裾野を大衆レベルに広げることに失敗したためとされている。現代のインドネシアのリベラル派知識人の言説も、欧米起源の外来語や概念に満ちており、エリート主義の傾向があることは否定できない。ウリルの論説もその例外ではない。この点はリベラル派知識人自身も認識しており、中東におけるリベラル派イスラームの活動が今も停滞している理由として、リベラル派が学者などのエリート層を中心に構成されており一般民衆の支持を得ることができなかったからと分析している＜注22＞。

啓示と理性の間にバランスを取るという知的営みはイスラームにおいては永遠に解決することのない課題であろう。これは、それぞれの地域と時代においてバランスを取るためのもっとも適切な解答を模索し続ける以外にないということでもある。その意味で、インドネシアにおいて民衆に地盤をもった伝統派の土壌からリベラル派の思想が育ってきたのは、エリート主義の限界を打ち破る可能性を秘めているように思われ、興味深い。これから、リベラル派がどれだけ民衆の支持を得ることができるのかに関心がもたれる。世界最大のムスリム人口をかかえるインドネシアの動向は、東南アジアだけではなく、日本を含む北東アジアと東南アジアを包括する広域東アジアの安定に大きな影響を与えると考えられる。今後、インドネシアのリベラル派イスラームがどのように展開していくか、注目していく必要があろう。
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